交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　消防本部 予防課　
	処分の概要
	臨時保安検査

	法令名
根拠条項
	消防法　第14条の3第2項

	法令番号
	昭和23年法律第186号

	【基準】
　法第14条の3第2項の規定による。
第14条の3
2　※1政令で定める屋外タンク貯蔵所の所有者、管理者又は占有者は、当該屋外タンク貯蔵所について、不等沈下その他の※2政令で定める事由が生じた場合には、当該屋外タンク貯蔵所に係る構造及び設備に関する事項で※3政令で定めるものが※4第10条第4項の技術上の基準に従つて維持されているかどうかについて、市町村長等が行う保安に関する検査を受けなければならない。

※1「危険物の規制に関する政令第8条の4第4項
法第十四条の三第二項の政令で定める屋外タンク貯蔵所は、特定屋外タンク貯蔵所とする。」
※2「危険物の規制に関する政令第8条の4第5項
法第十四条の三第二項の不等沈下その他の政令で定める事由は、液体危険物タンクの直径に対する当該液体危険物タンクの不等沈下の数値の割合が百分の一以上であることその他これに相当するものとして総務省令で定める事由とする。」
※3「危険物の規制に関する政令第8条の4第6項
法第十四条の三第二項の屋外タンク貯蔵所に係る構造及び設備に関する事項で政令で定めるものは、次の各号に掲げる特定屋外タンク貯蔵所の区分に応じ、当該各号に定める事項とする。
　一　特定屋外タンク貯蔵所(次号に掲げるものを除く。)　液体危険物タンクの底部の板の厚さに関する事項及び液体危険物タンクの溶接部に関する事項
　二　岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所　岩盤タンクの構造及び設備に関する事項」
※4「製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

　消防法等に関する行政手続法施行上の留意事項について(平成6年9月28日消防総第705号、消防予第246号、消防危第79号、消防災第211号、消防震第69号、消防特第179号)参照

	標準処理期間
	5日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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